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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モノマー単位として、アルキル（メタ）アクリレート（ａ１）７０重量％以上、
　芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）３～２５重量％、
　Ｎ－ビニル基含有ラクタム系モノマー（ａ３）０．１～８重量％、
　カルボキシル基含有モノマー（ａ４）０．０１～２重量％、および、
　ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）０．０１～３重量％を含有し、
　重量平均分子量（Ｍｗ）が１００万～２５０万であり、かつ、Ｍｗ／数平均分子量（Ｍ
ｎ）が１．８以上１０以下を満足する（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、並びに、架橋
剤（Ｂ）を前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．０１～３
重量部を含有することを特徴とする光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項２】
　前記ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）が４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレー
トであることを特徴とする請求項１記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項３】
　前記架橋剤（Ｂ）が、イソシアネート系架橋剤および過酸化物系架橋剤から選ばれるい
ずれか少なくとも１種を含有することを特徴とする請求項１または２記載の光学フィルム
用粘着剤組成物。
【請求項４】
　前記イソシアネート系架橋剤が脂肪族ポリイソシアネート系化合物を含有することを特
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徴とする請求項３記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項５】
　さらに、シランカップリング剤（Ｃ）を含有することを特徴とする請求項１～４のいず
れかに記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項６】
　前記シランカップリング剤（Ｃ）が、１分子内に２つ以上のアルコキシシリル基を有す
ることを特徴とする請求項５記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項７】
　前記シランカップリング剤（Ｃ）が、分子内にエポキシ基を有することを特徴とする請
求項５または６記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項８】
　前記シランカップリング剤（Ｃ）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重
量部に対して、０．００１～５重量部含有することを特徴とする請求項５～７のいずれか
に記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項９】
　さらに、イオン性化合物（Ｄ）を含有することを特徴とする請求項１～８のいずれかに
記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項１０】
　前記イオン性化合物（Ｄ）が、アルカリ金属塩及び／または有機カチオン－アニオン塩
であることを特徴とする請求項９記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項１１】
　前記イオン性化合物（Ｄ）が、フルオロ基含有アニオンを含むことを特徴とする請求項
１０記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項１２】
　前記イオン性化合物（Ｄ）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に
対して、０．０５～１０重量部含有することを特徴とする請求項９～１１のいずれかに記
載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項１３】
　さらに、反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）を含有することを特徴とす
る請求項１～１２のいずれかに記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項１４】
　前記反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）は、前記（メタ）アクリル系ポ
リマー（Ａ）１００重量部に対して０．００１～１０重量部含有することを特徴とする請
求項１３記載の光学フィルム用粘着剤組成物。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれかに記載の光学フィルム用粘着剤組成物により形成されること
を特徴とする光学フィルム用粘着剤層。
【請求項１６】
　光学フィルムの少なくとも片側に、請求項１５に記載の光学フィルム用粘着剤層が形成
されていることを特徴とする粘着剤層付光学フィルム。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の粘着剤層付光学フィルムを少なくとも１つ用いたことを特徴とする
画像表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学フィルム用粘着剤組成物および当該粘着剤組成物により光学フィルムの
少なくとも片面に粘着剤層が形成されている粘着剤層付光学フィルムに関する。さらには
、本発明は、前記粘着剤層付光学フィルムを用いた液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置、Ｐ
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ＤＰ等の画像表示装置に関する。前記光学フィルムとしては、偏光フィルム、位相差フィ
ルム、光学補償フィルム、輝度向上フィルム、さらにはこれらが積層されているものを用
いることができる。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置等は、その画像形成方式から液晶セルの両側に偏光素子を配置することが
必要不可欠であり、一般的には偏光フィルムが貼着されている。また液晶パネルには偏光
フィルムの他に、ディスプレイの表示品位を向上させるために様々な光学素子が用いられ
るようになってきている。例えば、着色防止としての位相差フィルム、液晶ディスプレイ
の視野角を改善するための視野角拡大フィルム、さらにはディスプレイのコントラストを
高めるための輝度向上フィルム等が用いられる。これらのフィルムは総称して光学フィル
ムと呼ばれる。
【０００３】
　前記光学フィルム等の光学部材を液晶セルに貼着する際には、通常、粘着剤が使用され
る。また、光学フィルムと液晶セル、または光学フィルム間の接着は、通常、光の損失を
低減するため、それぞれの材料は粘着剤を用いて密着されている。このような場合に、光
学フィルムを固着させるのに乾燥工程を必要としないこと等のメリットを有することから
、粘着剤は、光学フィルムの片側に予め粘着剤層として設けられた粘着剤層付光学フィル
ムが一般的に用いられる。粘着剤層付光学フィルムの粘着剤層には、通常、離型フィルム
が貼り付けられている。
【０００４】
　前記粘着剤層に要求される必要特性としては、粘着剤層付光学フィルムを液晶パネルの
ガラス基板に貼り合わせた場合の耐久性が求められており、例えば、環境促進試験として
通常行われる加熱および加湿等による耐久試験において、粘着剤層に起因する剥がれや浮
き等の不具合が発生しないことが求められる。
【０００５】
　また、光学フィルム（例えば偏光板）は、加熱処理により収縮する傾向がある。偏光板
の収縮によって、粘着剤層を形成するベースポリマーが配向して位相差が発生し、それが
光漏れによる表示ムラの問題になっている。そのため、前記粘着剤層には表示ムラを抑え
ることが求められる。
【０００６】
　前記粘着剤層付光学フィルムの粘着剤層を形成する各種の粘着剤組成物が提案されてい
る（例えば、特許文献１乃至３）。
【０００７】
　一方、液晶表示装置の製造時、前記粘着剤層付偏光フィルムを液晶セルに貼り付ける際
には、粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層から離型フィルムを剥離するが、当該離型フィ
ルムの剥離により静電気が発生する。このようにして発生した静電気は、液晶表示装置内
部の液晶の配向に影響を与え、不良を招くようになる。また、液晶表示装置の使用時に静
電気による表示ムラが生じる場合がある。静電気の発生は、例えば、偏光フィルムの外面
に帯電防止層を形成することにより抑えることができるが、静電気発生の根本的な位置で
発生を抑えるためには、粘着剤層に帯電防止機能を付与することが効果的である。
【０００８】
　粘着剤層に帯電防止機能を付与する手段として、例えば、粘着剤層を形成する粘着剤に
、イオン性化合物を配合することが提案されている（特許文献４乃至５）。特許文献４で
はイミダゾリウムカチオンと無機アニオンを含むイオン性固体、特許文献５では４級窒素
原子を含有する炭素数６～５０のカチオンと、フッ素原子含有アニオンとからなるオニウ
ム塩等の常温で液体の有機溶融塩を、偏光フィルムに用いるアクリル系粘着剤に配合する
ことが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００９】
【特許文献１】特開２０１２－１５８７０２号公報
【特許文献２】特開２００９－２１５５２８号公報
【特許文献３】特開２００９－２４２７６７号公報
【特許文献４】特開２００９－２５１２８１公報
【特許文献５】国際公開２００７／０３４５３３号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　液晶表示装置の使用時に静電気による表示ムラが生じる場合があるため、液晶パネルの
ガラス基板には、透明導電層（例えば、酸化スズを含有する酸化インジウム：ＩＴＯ層）
が形成される場合がある。また前記透明導電層は、静電気による表示ムラの対策の他に、
液晶表示装置をタッチパネルに利用する場合には、液晶セル内の駆動電界とタッチパネル
とを切り離すシールド電極として機能する。かかる構成の液晶表示装置において、粘着剤
層付光学フィルムの粘着剤層は、前記ＩＴＯ層に、直接、貼り合わせる。そのため、前記
粘着剤層には、ガラス基板だけでなく、ＩＴＯ層に対する密着性も要求される。一般的に
ガラス板よりも、ＩＴＯ層の方が粘着剤層との密着性が悪く、耐久性が問題になることが
多い。前記粘着剤層付光学フィルムをガラス基板に貼り合せた状態で、６０℃９５％ＲＨ
などの高温高湿条件に置いた後に、常温に戻すと粘着剤層が白濁する現象（加湿白濁）が
起こることが明らかになった。加湿白濁が発生すると、ディスプレイの視認性が低下する
原因となる。
【００１１】
　また、前記粘着剤層は、液晶パネルのＩＴＯ層や引回し配線の銅等の金属に、直接、接
触する。そのため、前記粘着剤層の組成によっては、ＩＴＯ層や金属を腐食するおそれが
ある。また、腐食が起こると、ＩＴＯ層や引回し配線の抵抗値が上昇する問題がある。
【００１２】
　特許文献１では、芳香環含有モノマーとアミド基含有モノマーを含むアクリル系ポリマ
ー１００重量部に対して、イソシアネート系架橋剤を４～２０重量部を配合した粘着剤組
成物が提案されている。しかし、特許文献１では、アクリル系ポリマーを形成するモノマ
ーとして、ヒドロキシル基含有モノマーを含有していないため、アクリル系ポリマーとイ
ソシアネート系架橋剤が直接反応できずに相分離することで、粘着剤が白濁しやすい傾向
があり好ましくない。また、特許文献１の粘着剤組成物は、架橋剤の割合が多いため、耐
久性試験で剥がれが発生しやすくなる傾向がある。
【００１３】
　また、特許文献２、３では、芳香環含有（メタ）アクリレート、アミノ基含有（メタ）
アクリレートを含有する（メタ）アクリル系ポリマー；並びに、架橋剤を含有する粘着剤
組成物が提案されている。しかし、特許文献２、３の粘着剤組成物から形成される粘着剤
層は、ＩＴＯ層に対する密着性が悪く、耐久性を満足することができない。なお、特許文
献２の比較例では、アミノ基含有（メタ）アクリレートの代わりに、アミド基含有モノマ
ーを用いることが開示されているが、特許文献２、３の各表２の結果が示すように、アミ
ド基含有モノマーを用いた場合においては耐久性を満足できていない。
【００１４】
　一方、特許文献４、５に記載のように、粘着剤層を形成する粘着剤に、イオン性化合物
を配合することにより帯電防止機能を付与することができる。さらに、液晶表示装置は様
々な温湿度環境での使用が想定されるため、温度や湿度が変化しても表面抵抗値が変化せ
ず、長期に渡って安定した帯電防止機能を付与できる粘着剤が求められている。近年、タ
ッチパネルと積層された液晶表示装置や、液晶パネルのガラス基板上に直接ＩＴＯ層など
のセンサー電極を成膜した、所謂オンセルタッチパネル型の液晶表示装置が増えてきてい
る。このような場合、粘着剤層の表面抵抗が低すぎるとタッチパネルの感度が低下する問
題が起こることが分かった。静電気ムラの防止と、タッチパネルの感度低下を両立させる



(5) JP 6106205 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

ためには、表面抵抗を従来よりも狭い範囲で制御する必要があるため、以前にも増して、
より安定した帯電防止機能が求められるようになっている。
【００１５】
　特許文献４には、イミダゾリウムカチオンと、無機アニオンとイオン性固体を含むアク
リル系粘着剤により、長期に渡って安定した帯電防止機能を付与する粘着剤層を形成する
ことが提案されている。しかし、特許文献４の粘着剤層では、ＩＴＯ層に対する加湿条件
下での密着性が十分でなかった。また、特許文献５には、常温で液体の有機溶融塩を含む
アクリル系粘着剤が提案されている。しかし、特許文献５に記載のアクリル系粘着剤は、
有機溶融塩の分散性が悪く、当該粘着剤により形成される粘着剤層の帯電防止機能の安定
性は十分でなかった。
【００１６】
　本発明は、ガラスおよび透明導電層のいずれに対しても、発泡や剥がれ、または加湿白
濁を生じない耐久性を満足し、かつ光漏れによる表示ムラを抑制することができ、さらに
は、耐金属腐食性にも優れる粘着剤層を形成することができる光学フィルム用粘着剤組成
物を提供することを目的とする。
【００１７】
　また、本発明は、ガラスおよび透明導電層のいずれに対しても、発泡や剥がれ、または
加湿白濁を生じない耐久性を満足し、かつ光漏れによる表示ムラを抑制することができ、
さらには、耐金属腐食性にも優れ、安定した帯電防止機能を付与できる粘着剤層を形成す
ることができる光学フィルム用粘着剤組成物を提供することを目的とする。
【００１８】
　また本発明は、前記光学フィルム用粘着剤組成物により形成された粘着剤層を有する粘
着剤層付光学フィルムを提供すること、さらには前記粘着剤層付光学フィルムを用いた画
像表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記光学フィルム用粘着剤
組成物を見出し、本発明を完成するに至った。
【００２０】
　即ち本発明は、
　モノマー単位として、アルキル（メタ）アクリレート（ａ１）７０重量％以上、
　芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）３～２５重量％、
　アミド基含有モノマー（ａ３）０．１～８重量％、
　カルボキシル基含有モノマー（ａ４）０．０１～２重量％、および、
　ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）０．０１～３重量％を含有し、
　重量平均分子量（Ｍｗ）が１００万～２５０万であり、かつ、Ｍｗ／数平均分子量（Ｍ
ｎ）が１．８以上１０以下を満足する（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、並びに、架橋
剤（Ｂ）を前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．０１～３
重量部を含有することを特徴とする光学フィルム用粘着剤組成物、に関する。
【００２１】
　前記光学フィルム用粘着剤組成物において、前記アミド基含有モノマー（ａ３）が、Ｎ
－ビニル基含有ラクタム系モノマーであることが好ましい。
【００２２】
　前記光学フィルム用粘着剤組成物において、前記ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）
が４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートであることが好ましい。
【００２３】
　前記架橋剤（Ｂ）は、イソシアネート系化合物および過酸化物から選ばれるいずれか少
なくとも１種を含有することが好ましい。前記イソシアネート系化合物は、脂肪族ポリイ
ソシアネート系化合物を含有することが好ましい。
【００２４】
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　前記光学フィルム用粘着剤組成物は、さらに、シランカップリング剤（Ｃ）を含有する
ことができる。前記シランカップリング剤（Ｃ）としては、１分子内に２つ以上のアルコ
キシシリル基を有するものが好ましい。また前記シランカップリング剤（Ｃ）としては、
分子内にエポキシ基を有するものが好ましい。前記シランカップリング剤（Ｃ）は、前記
（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、０．００１～５重量部含有す
ることが好ましい。
【００２５】
　前記光学フィルム用粘着剤組成物は、さらに、イオン性化合物（Ｄ）を含有することが
できる。前記イオン性化合物（Ｄ）は、アルカリ金属塩及び／または有機カチオン－アニ
オン塩であることが好ましい。また、前記イオン性化合物（Ｄ）は、フルオロ基含有アニ
オンを含むことが好ましい。前記イオン性化合物（Ｄ）は、前記（メタ）アクリル系ポリ
マー（Ａ）１００重量部に対して、０．０５～１０重量部含有することが好ましい。
【００２６】
　前記光学フィルム用粘着剤組成物は、さらに、反応性シリル基を有するポリエーテル化
合物（Ｅ）を含有することができる。前記反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（
Ｅ）は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して０．００１～１０
重量部含有することが好ましい。
【００２７】
　また本発明は、前記光学フィルム用粘着剤組成物により形成されることを特徴とする光
学フィルム用粘着剤層、に関する。
【００２８】
　また本発明は、光学フィルムの少なくとも片側に、前記光学フィルム用粘着剤層が形成
されていることを特徴とする粘着剤層付光学フィルム、に関する。
【００２９】
　また本発明は、前記粘着剤層付光学フィルムを少なくとも１つ用いたことを特徴とする
画像表示装置、に関する。
【発明の効果】
【００３０】
　本発明の光学フィルム用粘着剤組成物は、ベースポリマーとして、芳香環含有（メタ）
アクリレート（ａ２）、アミド基含有モノマー（ａ３）、カルボキシル基含有モノマー（
ａ４）、および、ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）を所定量のモノマーユニットの割
合で含有し、かつ特定の重量平均分子量と分子量分布を有する（メタ）アクリル系ポリマ
ー（Ａ）を含有する。当該特定組成の（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）および所定量の
架橋剤（Ｂ）を含有する光学フィルム用粘着剤組成物から得られる粘着剤層を有する粘着
剤層付光学フィルムは、ガラスおよび透明導電層（ＩＴＯ層等）のいずれに対しても加湿
白濁を生じない耐久性が良好であり、液晶セル等に貼り付けた状態において剥がれや、浮
き等の発生を抑えることができる。
【００３１】
　一般的に、ＩＴＯ層等の透明導電層に対する耐久性は、ＩＴＯ層の組成の影響も受けや
すく、高スズ比率の結晶性ＩＴＯ層よりも、低スズ比率の非晶性ＩＴＯ層の方が耐久性は
悪くなる傾向が見られる。光学フィルム用粘着剤組成物から得られる粘着剤層は、非晶性
ＩＴＯ層に対しても安定した耐久性を実現することができる。また、本発明の粘着剤層を
有する粘着剤層付光学フィルムは、透明導電層に対する耐金属腐食性にも優れる。
【００３２】
　また、粘着剤層付偏光板等の粘着剤層付光学フィルムを用いた液晶表示装置等の画像表
示装置を、加熱や加湿条件下においた場合には、液晶パネル等の周辺部に、周辺ムラやコ
ーナームラといった（白ヌケ）による、表示ムラが生じ、表示不良が起きることがあるが
、本発明の粘着剤光学フィルムの粘着剤層は、上記光学フィルム用粘着剤組成物を用いて
いることから、表示画面の周辺部分の光漏れによる表示ムラを抑えることができる。
【００３３】
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　また本発明の光学フィルム用粘着剤組成物には、イオン性化合物（Ｄ）を配合すること
で帯電防止機能を付与することができる。本発明の光学フィルム用粘着剤組成物は、前記
当該特定組成の（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）および所定量の架橋剤（Ｂ）を含有し
ているため、イオン性化合物（Ｄ）を配合した場合には、安定した帯電防止機能を付与で
きる粘着剤層を形成することができる。また本発明の光学フィルム用粘着剤組成物は、良
好なリワーク性を有するが、反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）を配合す
ることで、リワーク性をより向上させることができる。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　本発明の光学フィルム用粘着剤組成物は、ベースポリマーとして（メタ）アクリル系ポ
リマー（Ａ）を含む。（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）は、通常、モノマー単位として
、アルキル（メタ）アクリレートを主成分として含有する。なお、（メタ）アクリレート
はアクリレートおよび／またはメタクリレートをいい、本発明の（メタ）とは同様の意味
である。
【００３５】
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の主骨格を構成する、アルキル（メタ）アクリレー
トとしては、直鎖状または分岐鎖状のアルキル基の炭素数１～１８のものを例示できる。
例えば、前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、
ブチル基、イソブチル基、アミル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、２－
エチルヘキシル基、イソオクチル基、ノニル基、デシル基、イソデシル基、ドデシル基、
イソミリスチル基、ラウリル基、トリデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプ
タデシル基、オクタデシル基、等を例示できる。これらは単独であるいは組み合わせて使
用することができる。これらアルキル基の平均炭素数は３～９であるのが好ましい。
【００３６】
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）には、芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）が
用いられる。芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）は、その構造中に芳香環構造を含
み、かつ（メタ）アクリロイル基を含む化合物である。芳香環としては、ベンゼン環、ナ
フタレン環、またはビフェニル環が挙げられる。芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２
）は、耐久性（特に、透明導電層に対する耐久性）を満足し、かつ周辺部の白ヌケによる
表示ムラを改善することができる。
【００３７】
　芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）の具体例としては、例えば、ベンジル（メタ
）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、ｏ－フェニルフェノール（メタ）アク
リレートフェノキシ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、フ
ェノキシプロピル（メタ）アクリレート、フェノキシジエチレングリコール（メタ）アク
リレート、エチレンオキサイド変性ノニルフェノール（メタ）アクリレート、エチレンオ
キサイド変性クレゾール（メタ）アクリレート、フェノールエチレンオキサイド変性（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレート、メ
トキシベンジル（メタ）アクリレート、クロロベンジル（メタ）アクリレート、クレジル
（メタ）アクリレート、ポリスチリル（メタ）アクリレート等のベンゼン環を有するもの
；ヒドロキシエチル化β－ナフトールアクリレート、２－ナフトエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ナフトキシエチルアクリレート、２－（４－メトキシ－１－ナフトキシ）エチ
ル（メタ）アクリレート等のナフタレン環を有するもの；ビフェニル（メタ）アクリレー
ト等のビフェニル環を有するもの挙げられる。
【００３８】
　前記芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）としては、粘着特性や耐久性の点から、
ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレートが好ましく、特
にフェノキシエチル（メタ）アクリレートが好ましい。
【００３９】
　アミド基含有モノマー（ａ３）は、その構造中にアミド基を含み、かつ（メタ）アクリ
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ロイル基、ビニル基等の重合性不飽和二重結合を含む化合物である。アミド基含有モノマ
ー（ａ３）の具体例としては、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミ
ド、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヘキ
シル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール
－Ｎ－プロパン（メタ）アクリルアミド、アミノメチル（メタ）アクリルアミド、アミノ
エチル（メタ）アクリルアミド、メルカアプトメチル（メタ）アクリルアミド、メルカプ
トエチル（メタ）アクリルアミド等のアクリルアミド系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロ
イルモルホリン、Ｎ－（メタ）アクリロイルピペリジン、Ｎ－（メタ）アクリロイルピロ
リジン等のＮ－アクリロイル複素環モノマー；Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニル－ε－
カプロラクタム等のＮ－ビニル基含有ラクタム系モノマー等が挙げられる。アミド基含有
モノマー（ａ３）は、耐久性を満足するうえで好ましく、アミド基含有モノマー（ａ３）
のなかでも、特に、Ｎ－ビニル基含有ラクタム系モノマーは、透明導電層に対する耐久性
を満足させるうえで好ましい。
【００４０】
　カルボキシル基含有モノマー（ａ４）は、その構造中にカルボキシル基を含み、かつ（
メタ）アクリロイル基、ビニル基等の重合性不飽和二重結合を含む化合物である。カルボ
キシル基含有モノマー（ａ４）の具体例としては、例えば、(メタ)アクリル酸、カルボキ
シエチル(メタ)アクリレート、カルボキシペンチル(メタ)アクリレート、イタコン酸、マ
レイン酸、フマール酸、クロトン酸等が挙げられる。前記カルボキシル基含有モノマー（
ａ４）のなかでも、共重合性、価格、および粘着特性の観点からアクリル酸が好ましい。
【００４１】
　ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）は、その構造中にヒドロキシル基を含み、かつ（
メタ）アクリロイル基、ビニル基等の重合性不飽和二重結合を含む化合物である。ヒドロ
キシル基含有モノマー（ａ５）の具体例としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ
）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル
（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシ
オクチル（メタ）アクリレート、１０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－
ヒドロキシラウリル（メタ）アクリレート等の、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレー
トや（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル)－メチルアクリレート等が挙げられる。前
記ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）のなかでも、耐久性の点から、２－ヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートが好ましく、特
に４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートが好ましい。
【００４２】
　これら共重合モノマーは、粘着剤組成物が架橋剤を含有する場合に、架橋剤との反応点
になる。カルボキシル基含有モノマー（ａ４）、ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）は
分子間架橋剤との反応性に富むため、得られる粘着剤層の凝集性や耐熱性の向上のために
好ましく用いられる。またカルボキシル基含有モノマー（ａ４）は耐久性とリワーク性を
両立させる点で好ましく、ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）はリワーク性の点で好ま
しい。
【００４３】
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）は、モノマー単位として、前記各モノマーを全構成
モノマー（１００重量％）の重量比率において所定量含有する。アルキル（メタ）アクリ
レート（ａ１）の重量比率は、アルキル（メタ）アクリレート（ａ１）以外のモノマーの
残部として設定でき、具体的には、７０重量％以上である。アルキル（メタ）アクリレー
ト（ａ１）の重量比率は、７０～９６．８８重量％の範囲内で調整することができる。ア
ルキル（メタ）アクリレート（ａ１）の重量比率を前記範囲に設定することは、接着性を
確保するうえで好ましい。
【００４４】
　芳香環含有（メタ）アクリレート（ａ２）の重量比率は、３～２５重量％であり、８～
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２２重量％が好ましく、さらには１２～１８重量％が好ましい。芳香環含有（メタ）アク
リレート（ａ２）の重量比率が３重量％未満では、表示ムラを十分に抑制できない。一方
、２５重量％を超えると表示ムラの却って抑制が十分でなく、耐久性も低下する。
【００４５】
　アミド基含有モノマー（ａ３）の重量比率は０．１～８重量％であり、０．３～５重量
％が好ましく、さらには０．３～４重量％が好ましく、さらには０．７～２．５重量％が
好ましい。アミド基含有モノマー（ａ３）の重量比率が１重量％未満では、特に透明導電
層に対する耐久性を満足することができない。一方、８重量％を超えると耐久性が低下し
、またリワーク性の点からも好ましくない。
【００４６】
　カルボキシル基含有モノマー（ａ４）の重量比率は、０．０１～２重量％であり、０．
０５～１．５重量％が好ましく、さらには０．１～１重量％が好ましく、最も好ましくは
０．１～０．５重量％である。カルボキシル基含有モノマー（ａ４）の重量比率が０．０
１重量％未満では、耐久性を満足できない。一方、２重量％を超える場合には、耐金属腐
食性を満足できなくなり、またリワーク性の点からも好ましくない。
【００４７】
　ヒドロキシル基含有モノマー（ａ５）の重量比率は、０．０１～３重量％であり、０．
１～２重量％が好ましく、さらには０．２～２重量％が好ましい。ヒドロキシル基含有モ
ノマー（ａ５）の重量比率が０．０１重量％未満では、粘着剤層が架橋不足になり、耐久
性や粘着特性を満足できない。一方、３重量％を超える場合には、耐久性を満足できない
。
【００４８】
　前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）中には、前記モノマーユニットの他に、特に、
他のモノマーユニットを含有することは必要とされないが、接着性や耐熱性の改善を目的
に、（メタ）アクリロイル基またはビニル基等の不飽和二重結合を有する重合性の官能基
を有する、１種類以上の共重合モノマーを共重合により導入することができる。
【００４９】
　そのような共重合モノマーの具体例としては、；無水マレイン酸、無水イタコン酸等の
酸無水物基含有モノマー；アクリル酸のカプロラクトン付加物；アリルスルホン酸、２－
（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロ
パンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、等のスルホン酸基含有モノマー
；２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェート等の燐酸基含有モノマー等が挙げられ
る。
【００５０】
　また、アミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）ア
クリレート、ｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアルキルアミノアルキル
（メタ）アクリレート；メトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシエチル（メタ）
アクリレート等のアルコキシアルキル（メタ）アクリレート；Ｎ－（メタ）アクリロイル
オキシメチレンスクシンイミドやＮ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレン
スクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド
等のスクシンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミドやＮ－イソプロピルマレ
イミド、Ｎ－ラウリルマレイミドやＮ－フェニルマレイミド等のマレイミド系モノマー；
Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイミド、Ｎ
－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミド、Ｎ－シクロヘキシ
ルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー、等も改
質目的のモノマー例として挙げられる。
【００５１】
　さらに改質モノマーとして、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニル系モノマー；
アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のシアノアクリレート系モノマー；グリシジル
（メタ）アクリレート等のエポキシ基含有（メタ）アクリレート；ポリエチレングリコー
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ル（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシエ
チレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリプロピレングリコール（メタ）ア
クリレート等のグリコール系（メタ）アクリレート；テトラヒドロフルフリル（メタ）ア
クリレート、フッ素（メタ）アクリレート、シリコーン（メタ）アクリレートや２－メト
キシエチルアクリレート等の（メタ）アクリレートモノマー等も使用することができる。
さらには、イソプレン、ブタジエン、イソブチレン、ビニルエーテル等が挙げられる。
【００５２】
　さらに、上記以外の共重合可能なモノマーとして、ケイ素原子を含有するシラン系モノ
マー等が挙げられる。シラン系モノマーとしては、例えば、３－アクリロキシプロピルト
リエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、４－ビニル
ブチルトリメトキシシラン、４－ビニルブチルトリエトキシシラン、８－ビニルオクチル
トリメトキシシラン、８－ビニルオクチルトリエトキシシラン、１０－メタクリロイルオ
キシデシルトリメトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシルトリメトキシシラン、
１０－メタクリロイルオキシデシルトリエトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシ
ルトリエトキシシラン等が挙げられる。
【００５３】
　また、共重合モノマーとしては、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、
テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ
）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸と多価アルコールとのエステル
化物等の（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上有する多官能
性モノマーや、ポリエステル、エポキシ、ウレタン等の骨格にモノマー成分と同様の官能
基として（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上付加したポリ
エステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アク
リレート等を用いることもできる。
【００５４】
（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）における前記共重合モノマーの割合は、前記（メタ）
アクリル系ポリマー（Ａ）の全構成モノマー（１００重量％）の重量比率において、０～
１０％程度、さらには０～７％程度、さらには０～５％程度であるのが好ましい。
【００５５】
　本発明の（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）は、通常、重量平均分子量が１００万～２
５０万のものが用いられる。耐久性、特に耐熱性を考慮すれば、重量平均分子量は１２０
万～２００万であるのが好ましい。重量平均分子量が１００万よりも小さいと、耐熱性の
点で好ましくない。また、重量平均分子量が２５０万よりも大きくなると粘着剤が硬くな
りやすい傾向があり、剥がれが発生しやすくなる。また、分子量分布を示す、重量平均分
子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ）は、１．８以上１０以下であり、好ましくは１．８
～７であり、さらには１．８～５であるのが好ましい。分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１０
を超える場合には耐久性の点で好ましくない。なお、重量平均分子量、分子量分布（Ｍｗ
／Ｍｎ）は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー）により測定し、ポ
リスチレン換算により算出された値から求められる。
【００５６】
　このような（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の製造は、溶液重合、塊状重合、乳化重
合、各種ラジカル重合等の公知の製造方法を適宜選択できる。また、得られる（メタ）ア
クリル系ポリマー（Ａ）は、ランダム共重合体、ブロック共重合体、グラフト共重合体等
いずれでもよい。
【００５７】
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　なお、溶液重合においては、重合溶媒として、例えば、酢酸エチル、トルエン等が用い
られる。具体的な溶液重合例としては、反応は窒素等の不活性ガス気流下で、重合開始剤
を加え、通常、５０～７０℃程度で、５～３０時間程度の反応条件で行われる。
【００５８】
　ラジカル重合に用いられる重合開始剤、連鎖移動剤、乳化剤等は特に限定されず適宜選
択して使用することができる。なお、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子
量は、重合開始剤、連鎖移動剤の使用量、反応条件により制御可能であり、これらの種類
に応じて適宜のその使用量が調整される。
【００５９】
　重合開始剤としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－ア
ゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド、２，２’－アゾビス［２－（５－
メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジヒドロクロライド、２，２’－アゾ
ビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、２，２’－アゾビス（Ｎ，Ｎ’－ジメ
チレンイソブチルアミジン）、２，２’－アゾビス［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２
－メチルプロピオンアミジン］ハイドレート（和光純薬社製、ＶＡ－０５７）等のアゾ系
開始剤、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム等の過硫酸塩、ジ（２－エチルヘキシル）
パーオキシジカーボネート、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネ
ート、ジ－ｓｅｃ－ブチルパーオキシジカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノ
エート、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ジラウ
ロイルパーオキシド、ジ－ｎ－オクタノイルパーオキシド、１，１，３，３－テトラメチ
ルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ジ（４－メチルベンゾイル）パーオキ
シド、ジベンゾイルパーオキシド、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、１，１－ジ（
ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキサン、ｔ－ブチルハイドロパーオキシド、過酸化水
素等の過酸化物系開始剤、過硫酸塩と亜硫酸水素ナトリウムの組み合わせ、過酸化物とア
スコルビン酸ナトリウムの組み合わせ等の過酸化物と還元剤とを組み合わせたレドックス
系開始剤等を挙げることができるが、これらに限定されるものではない。
【００６０】
　前記重合開始剤は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよいが
、全体としての含有量はモノマー１００重量部に対して、０．００５～１重量部程度であ
ることが好ましく、０．０２～０．５重量部程度であることがより好ましい。
【００６１】
　なお、重合開始剤として、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリルを用いて、
前記重量平均分子量の（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）を製造するには、重合開始剤の
使用量は、モノマー成分の全量１００重量部に対して、０．０６～０．２重量部程度とす
るのが好ましく、さらには０．０８～０．１７５重量部程度とするのが好ましい。
【００６２】
　連鎖移動剤としては、例えば、ラウリルメルカプタン、グリシジルメルカプタン、メル
カプト酢酸、２－メルカプトエタノール、チオグリコール酸、チオグルコール酸２－エチ
ルヘキシル、２，３－ジメルカプト－１－プロパノール等が挙げられる。連鎖移動剤は、
単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよいが、全体としての含有量
はモノマー成分の全量１００重量部に対して、０．１重量部程度以下である。
【００６３】
　また、乳化重合する場合に用いる乳化剤としては、例えば、ラウリル硫酸ナトリウム、
ラウリル硫酸アンモニウム、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ポリオキシエチレ
ンアルキルエーテル硫酸アンモニウム、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫
酸ナトリウム等のアニオン系乳化剤、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシ
エチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ポリオキシエ
チレン－ポリオキシプロピレンブロックポリマー等のノニオン系乳化剤等が挙げられる。
これらの乳化剤は、単独で用いてもよく２種以上を併用してもよい。
【００６４】



(12) JP 6106205 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

　さらに、反応性乳化剤として、プロペニル基、アリルエーテル基等のラジカル重合性官
能基が導入された乳化剤として、具体的には、例えば、アクアロンＨＳ－１０、ＨＳ－２
０、ＫＨ－１０、ＢＣ－０５、ＢＣ－１０、ＢＣ－２０（以上、いずれも第一工業製薬社
製）、アデカリアソープＳＥ１０Ｎ（旭電化工社製）等がある。反応性乳化剤は、重合後
にポリマー鎖に取り込まれるため、耐水性がよくなり好ましい。乳化剤の使用量は、モノ
マー成分の全量１００重量部に対して、０．３～５重量部、重合安定性や機械的安定性か
ら０．５～１重量部がより好ましい。
【００６５】
　本発明の粘着剤組成物は、架橋剤（Ｂ）を含有する。架橋剤（Ｂ）としては、有機系架
橋剤や多官能性金属キレートを用いることができる。有機系架橋剤としては、イソシアネ
ート系架橋剤、過酸化物系架橋剤、エポキシ系架橋剤、イミン系架橋剤等が挙げられる。
多官能性金属キレートは、多価金属が有機化合物と共有結合または配位結合しているもの
である。多価金属原子としては、Ａｌ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｖ、Ｚｎ
、Ｉｎ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｍｎ、Ｙ、Ｃｅ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｍｏ、Ｌａ、Ｓｎ、Ｔｉ等が挙げら
れる。共有結合または配位結合する有機化合物中の原子としては酸素原子等が挙げられ、
有機化合物としてはアルキルエステル、アルコール化合物、カルボン酸化合物、エーテル
化合物、ケトン化合物等が挙げられる。
【００６６】
　架橋剤（Ｂ）としては、イソシアネート系架橋剤および／または過酸化物系架橋剤が好
ましい。
【００６７】
　イソシアネート系架橋剤（Ｂ）としては、イソシアネート基を少なくとも２つ有する化
合物を用いることができる。たとえば、一般にウレタン化反応に用いられる公知の脂肪族
ポリイソシアネート、脂環族ポリイソシアネート、芳香族ポリイソシアネート等が用いら
れる。
【００６８】
　脂肪族ポリイソシアネートとしては、例えば、トリメチレンジイソシアネート、テトラ
メチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ペンタメチレンジイソシ
アネート、１，２－プロピレンジイソシアネート、１，３－ブチレンジイソシアネート、
ドデカメチレンジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート等が挙げられる。
【００６９】
　脂環族イソシアネートとしては、例えば、１，３－シクロペンテンジイソシアネート、
１，３－シクロヘキサンジイソシアネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、
イソホロンジイソシアネート、水素添加ジフェニルメタンジイソシアネート、水素添加キ
シリレンジイソシアネート、水素添加トリレンジイソシアネート水素添加テトラメチルキ
シリレンジイソシアネート等が挙げられる。
【００７０】
　芳香族ジイソシアネートとしては、例えば、フェニレンジイソシアネート、２，４－ト
リレンジイソソアネート、２，６－トリレンジイソソアネート、２，２’－ジフェニルメ
タンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４’－トル
イジンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルエーテルジイソシアネート、４，４’－
ジフェニルジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート、キシリレンジイソ
シアネート等が挙げられる。
【００７１】
　また、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）としては、上記ジイソシアネートの多量体（２量
体、３量体、５量体等）、トリメチロールプロパン等の多価アルコールと反応させたウレ
タン変性体、ウレア変性体、ビウレット変性体、アルファネート変性体、イソシアヌレー
ト変性体、カルボジイミド変性体等が挙げられる。
【００７２】
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　イソシアネート系架橋剤（Ｂ）の市販品としては、例えば、商品名「ミリオネートＭＴ
」「ミリオネートＭＴＬ」「ミリオネートＭＲ－２００」「ミリオネートＭＲ－４００」
「コロネートＬ」「コロネートＨＬ」「コロネートＨＸ」［以上、日本ポリウレタン工業
社製］；商品名「タケネートＤ－１１０Ｎ」「タケネートＤ－１２０Ｎ」「タケネートＤ
－１４０Ｎ」「タケネートＤ－１６０Ｎ」「タケネートＤ－１６５Ｎ」「タケネートＤ－
１７０ＨＮ」「タケネートＤ－１７８Ｎ」「タケネート５００」「タケネート６００」［
以上、三井化学社製］；等が挙げられる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また
２種以上を混合して使用してもよい。
【００７３】
　イソシアネート系架橋剤（Ｂ）としては、脂肪族ポリイソシアネートおよびその変性体
である脂肪族ポリイソシアネート系化合物が好ましい。脂肪族ポリイソシアネート系化合
物は、他のイソシアネート系架橋剤に比べて、架橋構造が柔軟性に富み、光学フィルムの
膨張／収縮に伴う応力を緩和しやすく、耐久性試験で剥がれが発生をしにくい。脂肪族ポ
リイソシアネート系化合物としては、特に、ヘキサメチレンジイソシアネートおよびその
変性体が好ましい。
【００７４】
　過酸化物としては、加熱または光照射によりラジカル活性種を発生して粘着剤組成物の
ベースポリマーの架橋を進行させるものであれば適宜使用可能であるが、作業性や安定性
を勘案して、１分間半減期温度が８０℃～１６０℃である過酸化物を使用することが好ま
しく、９０℃～１４０℃である過酸化物を使用することがより好ましい。
【００７５】
　用いることができる過酸化物としては、たとえば、ジ（２－エチルヘキシル）パーオキ
シジカーボネート（１分間半減期温度：９０．６℃）、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシ
ル）パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．１℃）、ジ－ｓｅｃ－ブチル
パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．４℃）、ｔ－ブチルパーオキシネ
オデカノエート（１分間半減期温度：１０３．５℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレー
ト（１分間半減期温度：１０９．１℃）、ｔ－ブチルパーオキシピバレート（１分間半減
期温度：１１０．３℃）、ジラウロイルパーオキシド（１分間半減期温度：１１６．４℃
）、ジ－ｎ－オクタノイルパーオキシド（１分間半減期温度：１１７．４℃）、１，１，
３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート（１分間半減期温度
：１２４．３℃）、ジ（４－メチルベンゾイル）パーオキシド（１分間半減期温度：１２
８．２℃）、ジベンゾイルパーオキシド（１分間半減期温度：１３０．０℃）、ｔ－ブチ
ルパーオキシイソブチレート（１分間半減期温度：１３６．１℃）、１，１－ジ（ｔ－ヘ
キシルパーオキシ）シクロヘキサン（１分間半減期温度：１４９．２℃）等が挙げられる
。なかでも特に架橋反応効率が優れることから、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パ
ーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．１℃）、ジラウロイルパーオキシド
（１分間半減期温度：１１６．４℃）、ジベンゾイルパーオキシド（１分間半減期温度：
１３０．０℃）等が好ましく用いられる。
【００７６】
　なお、過酸化物の半減期とは、過酸化物の分解速度を表す指標であり、過酸化物の残存
量が半分になるまでの時間をいう。任意の時間で半減期を得るための分解温度や、任意の
温度での半減期時間に関しては、メーカーカタログ等に記載されており、たとえば、日本
油脂株式会社の「有機過酸化物カタログ第９版（２００３年５月）」等に記載されている
。
【００７７】
　架橋剤（Ｂ）の使用量は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、
０．０１～３重量部が好ましく、さらには０．０２～２重量部が好ましく、さらには０．
０３～１重量部が好ましい。なお、架橋剤（Ｂ）が０．０１重量部未満では、粘着剤層が
架橋不足になり、耐久性や粘着特性を満足できないおそれがあり、一方、３重量部より多
いと、粘着剤層が硬くなりすぎて耐久性が低下する傾向が見られる。
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【００７８】
　上記イソシアネート系架橋剤は１種を単独で使用してもよく、また２種以上を混合して
使用してもよいが、全体としての含有量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１０
０重量部に対し、前記イソシアネート系架橋剤を０．０１～２重量部含有してなることが
好ましく、０．０２～２重量部含有してなることがより好ましく、０．０５～１．５重量
部含有してなることがさらに好ましい。凝集力、耐久性試験での剥離の阻止等を考慮して
適宜含有させることが可能である。
【００７９】
　前記過酸化物は１種を単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい
が、全体としての含有量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対し
、前記過酸化物０．０１～２重量部であり、０．０４～１．５重量部含有してなることが
好ましく、０．０５～１重量部含有してなることがより好ましい。加工性、リワーク性、
架橋安定性、剥離性等の調整の為に、この範囲内で適宜選択される。
【００８０】
　なお、反応処理後の残存した過酸化物分解量の測定方法としては、たとえば、ＨＰＬＣ
（高速液体クロマトグラフィー）により測定することができる。
【００８１】
　より具体的には、たとえば、反応処理後の粘着剤組成物を約０．２ｇずつ取り出し、酢
酸エチル１０ｍＬに浸漬し、振とう機で２５℃下、１２０ｒｐｍで３時間振とう抽出した
後、室温で３日間静置する。次いで、アセトニトリル１０ｍＬ加えて、２５℃下、１２０
ｒｐｍで３０分振とうし、メンブランフィルター（０．４５μｍ）によりろ過して得られ
た抽出液約１０μＬをＨＰＬＣに注入して分析し、反応処理後の過酸化物量とすることが
できる。
【００８２】
　本発明の粘着剤組成物には、シランカップリング剤（Ｃ）を含有することできる。シラ
ンカップリング剤（Ｃ）を用いることにより、耐久性を向上させることができる。シラン
カップリング剤としては、具体的には、たとえば、３－グリシドキシプロピルトリメトキ
シシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメ
チルジエトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシ
ラン等のエポキシ基含有シランカップリング剤、３－アミノプロピルトリメトキシシラン
、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－トリエ
トキシシリル－Ｎ－（１，３－ジメチルブチリデン）プロピルアミン、Ｎ－フェニル－γ
－アミノプロピルトリメトキシシラン等のアミノ基含有シランカップリング剤、３－アク
リロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン
等の（メタ）アクリル基含有シランカップリング剤、３－イソシアネートプロピルトリエ
トキシシラン等のイソシアネート基含有シランカップリング剤等が挙げられる。前記例示
のシランカップリング剤としては、エポキシ基含有シランカップリング剤が好ましい。
【００８３】
　また、シランカップリング剤（Ｃ）として、分子内に複数のアルコキシシリル基を有す
るものを用いることもできる。具体的には、たとえば、信越化学社製Ｘ－４１－１０５３
、Ｘ－４１－１０５９Ａ、Ｘ－４１－１０５６、Ｘ－４１－１８０５、Ｘ－４１－１８１
８、Ｘ－４１－１８１０、Ｘ－４０－２６５１などが挙げられる。これらの分子内に複数
のアルコキシシリル基を有するシランカップリング剤は、揮発しにくく、アルコキシシリ
ル基を複数有することから耐久性向上に効果的であり好ましい。特に、粘着剤層付光学フ
ィルムの被着体が、ガラスに比べてアルコキシシリル基が反応しにくい透明導電層（例え
ば、ＩＴＯ等）の場合にも耐久性が好適である。また、分子内に複数のアルコキシシリル
基を有するシランカップリング剤は、分子内にエポキシ基を有するものが好ましく、エポ
キシ基は分子内に複数有することがさらに好ましい。分子内に複数のアルコキシシリル基
を有し、かつエポキシ基を有するシランカップリング剤は被着体が透明導電層（例えば、
ＩＴＯ等）の場合にも耐久性が良好な傾向がある。分子内に複数のアルコキシシリル基を
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有し、かつエポキシ基を有するシランカップリング剤の具体例としては、信越化学社製Ｘ
－４１－１０５３、Ｘ－４１－１０５９Ａ、Ｘ－４１－１０５６が挙げられ、特に、エポ
キシ基含有量の多い、信越化学社製Ｘ－４１－１０５６が好ましい。
【００８４】
　前記シランカップリング剤（Ｃ）は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して
使用してもよいが、全体としての含有量は前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００
重量部に対し、前記シランカップリング剤０．００１～５重量部が好ましく、さらには０
．０１～１重量部が好ましく、さらには０．０２～１重量部がより好ましく、さらには０
．０５～０．６重量部が好ましい。耐久性を向上させ、ガラスおよび透明導電層への接着
力を適度に保持する量である。
【００８５】
　本発明の粘着剤組成物は、イオン性化合物（Ｄ）を含有することができる。イオン性化
合物（Ｄ）としては、アルカリ金属塩及び／または有機カチオン－アニオン塩を好ましく
用いることができる。アルカリ金属塩は、アルカリ金属の有機塩および無機塩を用いるこ
とができる。なお、本発明でいう、「有機カチオン－アニオン塩」とは、有機塩であって
、そのカチオン部が有機物で構成されているものを示し、アニオン部は有機物であっても
良いし、無機物であっても良い。「有機カチオン－アニオン塩」は、イオン性液体、イオ
ン性固体とも言われる。
【００８６】
　＜アルカリ金属塩＞
　アルカリ金属塩のカチオン部を構成するアルカリ金属イオンとしては、リチウム、ナト
リウム、カリウムの各イオンが挙げられる。これらアルカリ金属イオンのなかでもリチウ
ムイオンが好ましい。
【００８７】
　アルカリ金属塩のアニオン部は有機物で構成されていてもよく、無機物で構成されてい
てもよい。有機塩を構成するアニオン部としては、例えば、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯ
Ｏ－、ＣＨ３ＳＯ３

－、ＣＦ３ＳＯ３
－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、
Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３
－、ＰＦ６

－、ＣＯ３
２－、や下記一般式（１）乃至（４）、

（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、で表わされるもの等が用いられる。特に、フッ素原子を含むアニオン部
は、イオン解離性の良いイオン化合物が得られることから好ましく用いられる。無機塩を
構成するアニオン部としては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４

－、Ａｌ２Ｃｌ７
－、

ＢＦ４
－、ＰＦ６

－、ＣｌＯ４
－、ＮＯ３

－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、ＮｂＦ６
－、Ｔ

ａＦ６
－、（ＣＮ）２Ｎ－、等が用いられる。アニオン部としては、（ＣＦ３ＳＯ２）２

Ｎ－、（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ－、等の前記一般式（１）で表わされる、（ペルフルオロ
アルキルスルホニル）イミドが好ましく、特に（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、で表わされる（
トリフルオロメタンスルホニル）イミドが好ましい。
【００８８】
　アルカリ金属の有機塩としては、具体的には、酢酸ナトリウム、アルギン酸ナトリウム
、リグニンスルホン酸ナトリウム、トルエンスルホン酸ナトリウム、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、
Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、
Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ、ＫＯ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３

Ｋ、ＬｉＯ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３Ｋ等が挙げられ、これらのうちＬｉＣＦ３ＳＯ３、Ｌ
ｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ、
Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ等が好ましく、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５Ｓ
Ｏ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ等のフッ素含有リチウムイミド塩がより好まし
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く、特に（ペルフルオロアルキルスルホニル）イミドリチウム塩が好ましい。
【００８９】
　また、アルカリ金属の無機塩としては、過塩素酸リチウム、ヨウ化リチウムが挙げられ
る。
【００９０】
　＜有機カチオン-アニオン塩＞
　本発明で用いられる有機カチオン－アニオン塩は、カチオン成分とアニオン成分とから
構成されており、前記カチオン成分は有機物からなるものである。カチオン成分として、
具体的には、ピリジニウムカチオン、ピペリジニウムカチオン、ピロリジニウムカチオン
、ピロリン骨格を有するカチオン、ピロール骨格を有するカチオン、イミダゾリウムカチ
オン、テトラヒドロピリミジニウムカチオン、ジヒドロピリミジニウムカチオン、ピラゾ
リウムカチオン、ピラゾリニウムカチオン、テトラアルキルアンモニウムカチオン、トリ
アルキルスルホニウムカチオン、テトラアルキルホスホニウムカチオン等が挙げられる。
【００９１】
　アニオン成分としては、例えば、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４

－、Ａｌ２Ｃｌ７
－、ＢＦ４

－、ＰＦ６
－、ＣｌＯ４

－、ＮＯ３
－、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯＯ－、Ｃ

Ｈ３ＳＯ３
－、ＣＦ３ＳＯ３

－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、Ｎ
ｂＦ６

－、ＴａＦ６
－、（ＣＮ）２Ｎ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（（Ｃ
Ｆ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３

－、や下記一般式（１）
乃至（４）、
（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、で表わされるもの等が用いられる。なかでも特に、フッ素原子を含むア
ニオン成分は、イオン解離性の良いイオン化合物が得られることから好ましく用いられる
。
【００９２】
　有機カチオン－アニオン塩の具体例としては、上記カチオン成分とアニオン成分との組
み合わせからなる化合物が適宜選択して用いられる。
　例えば、１－ブチルピリジニウムテトラフルオロボレート、１－ブチルピリジニウムヘ
キサフルオロホスフェート、１－ブチル－３－メチルピリジニウムテトラフルオロボレー
ト、１－ブチル－３－メチルピリジニウムトリフルオロメタンスルホネート、１－ブチル
－３－メチルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－ブチル－
３－メチルピリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－へキシル
ピリジニウムテトラフルオロボレート、２－メチル－１－ピロリンテトラフルオロボレー
ト、１－エチル－２－フェニルインドールテトラフルオロボレート、１，２－ジメチルイ
ンドールテトラフルオロボレート、１－エチルカルバゾールテトラフルオロボレート、１
－エチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－エチル－３－メチル
イミダゾリウムアセテート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロアセテ
ート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムヘプタフルオロブチレート、１－エチル－
３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、１－エチル－３－メチルイ
ミダゾリウムペルフルオロブタンスルホネート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウム
ジシアナミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムトリス（トリフルオロメタンス
ルホニル）メチド、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１
－ブチル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート、１－ブチル－３－メ
チルイミダゾリウムトリフルオロアセテート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムヘ
プタフルオロブチレート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンス
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ルホネート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムペルフルオロブタンスルホネート、
１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムブロミド、１－へキシル－３－メチルイミダゾ
リウムクロライド、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、
１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート、１－へキシル－
３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、１－オクチル－３－メチル
イミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－オクチル－３－メチルイミダゾリウムヘキ
サフルオロホスフェート、１－へキシル－２，３－ジメチルイミダゾリウムテトラフルオ
ロボレート、１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－メチルピラゾリウムテトラフルオロボレート、３－メチルピラ
ゾリウムテトラフルオロボレート、テトラヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタ
ンスルホニル）イミド、ジアリルジメチルアンモニウムテトラフルオロボレート、ジアリ
ルジメチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、ジアリルジメチルアンモニウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ジアリルジメチルアンモニウムビス（
ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－
メトキシエチル）アンモニウムテトラフルオロボレート、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル
―Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、Ｎ，Ｎ―
ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムビス（トリフルオロメ
タンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－メトキシエチル）
アンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、グリシジルトリメチルア
ンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、グリシジルトリメチルアンモニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド、グリシジルトリメチルアンモニウムビス（ペン
タフルオロエタンスルホニル）イミド、１－ブチルピリジニウム（トリフルオロメタンス
ルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－ブチル－３－メチルピリジニウム（トリフル
オロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリ
ウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、Ｎ，Ｎ―ジエチル―
Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウム（トリフルオロメタンスルホニル
）トリフルオロアセトアミド、ジアリルジメチルアンモニウム（トリフルオロメタンスル
ホニル）トリフルオロアセトアミド、グリシジルトリメチルアンモニウム（トリフルオロ
メタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－プ
ロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－
Ｎ－エチル－Ｎ－ブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－へキシルアンモニウムビス（トリ
フルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ヘプチルアン
モニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル
－Ｎ－ノニルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメ
チル－Ｎ，Ｎ－ジプロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ヘキシ
ルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－
プロピル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリ
フルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ペンチル－Ｎ－ヘキシルア
ンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ，Ｎ－
ジヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルヘプ
チルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ
－メチル－Ｎ－プロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
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，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリ
フルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルア
ンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルプロピルアンモニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルペンチルアンモニウムビ
ス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルヘプチルアンモニウムビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メチル－Ｎ－エチルア
ンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メ
チル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ
－ジプロピル－Ｎ－ブチル－Ｎ－へキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ，Ｎ－ジヘキシルアンモニウムビス（トリフルオ
ロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－Ｎ－
ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリオクチルメチ
ルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ－メチル－Ｎ－エチル
－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１－ブチル－３メチルピリジン－１－イウムトリフルオロメタンスルホナート等が挙
げられる。これらの市販品として、例えば、「ＣＩＬ－３１４」（日本カーリット社製）
、「ＩＬＡ２－１」（広栄化学社製）等が使用可能である。
　また、例えば、テトラメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、トリメチルエチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリ
メチルブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルペ
ンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルヘプチル
アンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルオクチルアンモ
ニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、テトラエチルアンモニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルブチルアンモニウムビス（トリフル
オロメタンスルホニル）イミド、テトラブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、テトラヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、等が挙げられる。
　また、例えば、１－ジメチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イ
ミド、１－メチル－１－エチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イ
ミド、１－メチル－１－プロピルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１－メチル－１－ブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１－メチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、１－メチル－１－ヘキシルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミド、１－メチル－１－へプチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、１－エチル－１－プロピルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－１－ブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、１－エチル－１－へキシルピロリジニウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－エチル－１－へプチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタ
ンスルホニル）イミド、１，１－ジプロピルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、１－プロピル－１－ブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１，１－ジブチルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、１－プロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１－ペンチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１，１
－ジメチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル－
１－エチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル－
１―プロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル
－１－ブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチル
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－１－ペンチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチ
ル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メ
チル－１－へプチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－
エチル－１－プロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１
－エチル－１－ブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１
－エチル－１－ペンチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
１－エチル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
、１―エチル－１－ヘプチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１，１－ジプロピルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
１－プロピル－１－ブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
、１，１－ジブチルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１，
１－ジメチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－メチ
ル－１－エチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－メ
チル－１－プロピルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１
－メチル－１―ブチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、
１－メチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミ
ド、１－メチル－１－ヘキシルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）
イミド、１－メチル－１―へプチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニ
ル）イミド、１－エチル－１－プロピルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－エチル－１－ブチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタンス
ルホニル）イミド、１－エチル－１－ペンチルピロリジニウムビス（ペンタフルオロエタ
ンスルホニル）イミド、１－エチル－１－ヘキシルピロリジニウムビス（ペンタフルオロ
エタンスルホニル）イミド、１－エチル－１－へプチルピロリジニウムビス（ペンタフル
オロエタンスルホニル）イミド、１，１－ジプロピルピロリジニウムビス（ペンタフルオ
ロエタンスルホニル）イミド、１―プロピル－１－ブチルピロリジニウムビス（ペンタフ
ルオロエタンスルホニル）イミド、１，１－ジブチルピロリジニウムビス（ペンタフルオ
ロエタンスルホニル）イミド、１－プロピルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタン
スルホニル）イミド、１－ペンチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニ
ル）イミド、１，１－ジメチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）
イミド、１－メチル‐１－エチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル
）イミド、１－メチル－１－プロピルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホ
ニル）イミド、１－メチル－１－ブチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－メチル－１－ペンチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエタン
スルホニル）イミド、１－メチル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエ
タンスルホニル）イミド、1－メチル－1へプチルピペリジニウムビス（ペンタフルオロエ
タンスルホニル）イミド、１－エチル－１－プロピルピペリジニウムビス（ペンタフルオ
ロエタンスルホニル）イミド、１－エチル－１－ヘプチルピペリジニウムビス（ペンタフ
ルオロエタンスルホニル）イミド，１－エチル－１－ペンチルピペリジニウムビス（ペン
タフルオロエタンスルホニル）イミド、１－エチル－１－ヘキシルピペリジニウムビス（
ペンタフルオロエタンスルポニル）イミド、１－エチル－１－へプチルピペリジニウムビ
ス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－プロピル－１－ブチルピペリジニウ
ムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１，１－ジプロピルピペリジニウム
ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、1，１―ジブチルピペリジニウムビス
（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド等が挙げられる。
　また、上記化合物のカチオン成分の代わりに、トリメチルスルホニウムカチオン、トリ
エチルスルホニウムカチオン、トリブチルスルホニウムカチオン、トリヘキシルスルホニ
ウムカチオン、ジエチルメチルスルホニウムカチオン、ジブチルエチルスルホニウムカチ
オン、ジメチルデシルスルホニウムカチオン、テトラメチルホスホニウムカチオン、テト
ラエチルホスホニウムカチオン、テトラブチルホスホニウムカチオン、テトラヘキシルホ
スホニウムカチオンを用いた化合物等が挙げられる。
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　また、上記のビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドの代わりに、ビス（ペンタ
フルオロスルホニル）イミド、ビス（ヘプタフルオロプロパンスルホニル）イミド、ビス
（ノナフルオロブタンスルホニル）イミド、トリフルオロメタンスルホニルノナフルオロ
ブタンスルホニルイミド、ヘプタフルオロプロパンスルホニルトリフルオロメタンスルホ
ニルイミド、ペンタフルオロエタンスルホニルノナフルオロブタンスルホニルイミド、シ
クロ－ヘキサフルオロプロパン－１，３－ビス（スルホニル）イミドアニオン等を用いた
化合物等が挙げられる。
【００９３】
　また、イオン性化合物（Ｄ）としては、前記のアルカリ金属塩、有機カチオン－アニオ
ン塩の他に、塩化アンモニウム、塩化アルミニウム、塩化銅、塩化第一鉄、塩化第二鉄、
硫酸アンモニウム等の無機塩が挙げられる。これらイオン性化合物（Ｄ）は単独でまたは
複数を併用することができる。
【００９４】
　本発明の粘着剤組成物におけるイオン性化合物（Ｄ）の割合は、（メタ）アクリル系ポ
リマー（Ａ）１００重量部に対して、０．０５～１０重量部が好ましい。前記イオン性化
合物（Ｄ）が０．０５重量部未満では、帯電防止性能の向上効果が十分ではない場合があ
る。前記イオン性化合物（Ｄ）は、０．１重量部以上が好ましく、さらには０．５重量部
以上であるのが好ましい。一方、前記イオン性化合物（Ｄ）は１０重量部より多いと、耐
久性が十分ではなくなる場合がある。前記イオン性化合物（Ｄ）は、５重量部以下が好ま
しく、さらには３重量部以下が好ましく、さらには１重量部以下であるのが好ましい。前
記イオン性化合物（Ｄ）の割合は、前記上限値または下限値を採用して好ましい範囲を設
定できる。
【００９５】
　本発明の粘着剤組成物には、反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）を配合
することができる。ポリエーテル化合物（Ｅ）はリワーク性を向上させることができる点
で好ましい。ポリエーテル化合物（Ｅ）は、例えば、特開２０１０－２７５５２２号公報
に開示されているものを用いることができる。
【００９６】
　反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）は、ポリエーテル骨格を有し、かつ
少なくとも１つの末端に、下記一般式（１）：－ＳｉＲａＭ３－ａ

（式中、Ｒは、置換基を有していてもよい、炭素数１～２０の１価の有機基であり、Ｍは
水酸基又は加水分解性基であり、ａは０～２の整数である。但し、Ｒが複数存在するとき
複数のＲは互いに同一であっても異なっていてもよく、Ｍが複数存在するとき複数のＭは
互いに同一であっても異なっていてもよい。）で表される反応性シリル基を有する。
【００９７】
　前記反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）としては、
　一般式（２）：ＲａＭ３－ａＳｉ－Ｘ－Ｙ－（ＡＯ）ｎ－Ｚ
（式中、Ｒは、置換基を有していてもよい、炭素数１～２０の１価の有機基であり、Ｍは
水酸基又は加水分解性基であり、ａは０～２の整数である。但し、Ｒが複数存在するとき
複数のＲは互いに同一であっても異なっていてもよく、Ｍが複数存在するとき複数のＭは
互いに同一であっても異なっていてもよい。ＡＯは、直鎖または分岐鎖の炭素数１～１０
のオキシアルキレン基を示し、ｎは１～１７００であり、オキシアルキレン基の平均付加
モル数を示す。Ｘは、炭素数１～２０の直鎖または分岐鎖のアルキレン基を示す。Ｙは、
エーテル結合、エステル結合、ウレタン結合、またはカーボネート結合を示す。
　Ｚは、水素原子、１価の炭素数１～１０の炭化水素基、
　一般式（２Ａ）：－Ｙ１－Ｘ－ＳｉＲａＭ３－ａ

（式中、Ｒ、Ｍ、Ｘは、前記と同じ。Ｙ1は単結合、－ＣＯ－結合、－ＣＯＮＨ－結合、
または－ＣＯＯ－結合を示す。）、または、
　一般式（２Ｂ）：－Ｑ｛－（ＯＡ）ｎ－Ｙ－Ｘ－ＳｉＲａＭ３－ａ｝ｍ

（式中、Ｒ、Ｍ、Ｘ、Ｙは、前記と同じ。ＯＡは前記のＡＯに同じで、ｎは前記と同じ。
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Ｑは、２価以上の炭素数１～１０の炭化水素基であり、ｍは当該炭化水素基の価数と同じ
。）で表される基である。）で表される化合物が挙げられる。
【００９８】
　反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ）の具体例としては、例えば、カネカ
社製のＭＳポリマーＳ２０３、Ｓ３０３、Ｓ８１０；ＳＩＬＹＬ ＥＳＴ２５０、ＥＳＴ
２８０；ＳＡＴ１０、ＳＡＴ２００、ＳＡＴ２２０、ＳＡＴ３５０、ＳＡＴ４００、旭硝
子社製のＥＸＣＥＳＴＡＲ Ｓ２４１０、Ｓ２４２０又はＳ３４３０等が挙げられる。
【００９９】
　本発明の粘着剤組成物におけるポリエーテル化合物（Ｅ）の割合は、（メタ）アクリル
系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して０．００１～１０重量部が好ましい。前記ポリエ
ーテル化合物（Ｅ）が０．００１重量部未満では、リワーク性の向上効果が十分ではない
場合がある。前記ポリエーテル化合物（Ｅ）は、０．０１重量部以上が好ましく、さらに
は０．１重量部以上であるのが好ましい。一方、前記ポリエーテル化合物（Ｅ）は１０重
量部より多いと、耐久性の点で好ましくない。前記ポリエーテル化合物（Ｅ）は、５重量
部以下が好ましく、さらには２重量部以下であるのが好ましい。前記ポリエーテル化合物
（Ｅ）の割合は、前記上限値または下限値を採用して好ましい範囲を設定できる。
【０１００】
　さらに本発明の粘着剤組成物には、その他の公知の添加剤を含有していてもよく、たと
えば、ポリプロピレングリコール等のポリアルキレングリコールのポリエーテル化合物、
着色剤、顔料等の粉体、染料、界面活性剤、可塑剤、粘着性付与剤、表面潤滑剤、レベリ
ング剤、軟化剤、酸化防止剤、老化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止剤、無機
または有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物等を使用する用途に応じて適宜添加するこ
とができる。また、制御できる範囲内で、還元剤を加えてのレドックス系を採用してもよ
い。これら添加剤は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して５重量部
以下、さらには３重量部以下、さらには１重量部以下の範囲で用いるのが好ましい。
【０１０１】
　前記粘着剤組成物により、粘着剤層を形成するが、粘着剤層の形成にあたっては、架橋
剤全体の添加量を調整することとともに、架橋処理温度や架橋処理時間の影響を十分考慮
することが好ましい。
【０１０２】
　使用する架橋剤によって架橋処理温度や架橋処理時間は、調整が可能である。架橋処理
温度は１７０℃以下であることが好ましい。
【０１０３】
　また、かかる架橋処理は、粘着剤層の乾燥工程時の温度で行ってもよいし、乾燥工程後
に別途架橋処理工程を設けて行ってもよい。
【０１０４】
　また、架橋処理時間に関しては、生産性や作業性を考慮して設定することができるが、
通常０．２～２０分間程度であり、０．５～１０分間程度であることが好ましい。
【０１０５】
　本発明の粘着剤層付光学フィルム等の粘着剤層付光学部材は、光学フィルムの少なくと
も片面に、前記粘着剤組成物により粘着剤層を形成したものである。
【０１０６】
　粘着剤層を形成する方法としては、例えば、前記粘着剤組成物を剥離処理したセパレー
タ等に塗布し、重合溶剤等を乾燥除去して粘着剤層を形成した後に光学フィルムに転写す
る方法、または光学フィルムに前記粘着剤組成物を塗布し、重合溶剤等を乾燥除去して粘
着剤層を光学フィルムに形成する方法等により作製される。なお、粘着剤の塗布にあたっ
ては、適宜に、重合溶剤以外の一種以上の溶剤を新たに加えてもよい。
【０１０７】
　剥離処理したセパレータとしては、シリコーン剥離ライナーが好ましく用いられる。こ
のようなライナー上に本発明の接着剤組成物を塗布、乾燥させて粘着剤層を形成する工程
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において、粘着剤を乾燥させる方法としては、目的に応じて、適宜、適切な方法が採用さ
れ得る。好ましくは、上記塗布膜を加熱乾燥する方法が用いられる。加熱乾燥温度は、好
ましくは４０℃～２００℃であり、さらに好ましくは、５０℃～１８０℃であり、特に好
ましくは７０℃～１７０℃である。加熱温度を上記の範囲とすることによって、優れた粘
着特性を有する粘着剤を得ることができる。
【０１０８】
　乾燥時間は、適宜、適切な時間が採用され得る。上記乾燥時間は、好ましくは５秒～２
０分、さらに好ましくは５秒～１０分、特に好ましくは、１０秒～５分である。
【０１０９】
　また、光学フィルムの表面に、アンカー層を形成したり、コロナ処理、プラズマ処理等
の各種易接着処理を施した後に粘着剤層を形成することができる。また、粘着剤層の表面
には易接着処理をおこなってもよい。
【０１１０】
　粘着剤層の形成方法としては、各種方法が用いられる。具体的には、例えば、ロールコ
ート、キスロールコート、グラビアコート、リバースコート、ロールブラッシュ、スプレ
ーコート、ディップロールコート、バーコート、ナイフコート、エアーナイフコート、カ
ーテンコート、リップコート、ダイコーター等による押出しコート法等の方法が挙げられ
る。
【０１１１】
　粘着剤層の厚さは、特に制限されず、例えば、１～１００μｍ程度である。好ましくは
、２～５０μｍ、より好ましくは２～４０μｍであり、さらに好ましくは、５～３５μｍ
である。
【０１１２】
　前記粘着剤層が露出する場合には、実用に供されるまで剥離処理したシート（セパレー
タ）で粘着剤層を保護してもよい。
【０１１３】
　セパレータの構成材料としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエステルフィルム等のプラスチックフィルム、紙、布、不織布等
の多孔質材料、ネット、発泡シート、金属箔、およびこれらのラミネート体等の適宜な薄
葉体等を挙げることができるが、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィルムが好適
に用いられる。
【０１１４】
　そのプラスチックフィルムとしては、前記粘着剤層を保護し得るフィルムであれば特に
限定されず、例えば、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィ
ルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフイルム、ポリ塩化ビニルフィルム
、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテ
レフタレートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム
等が挙げられる。
【０１１５】
　前記セパレータの厚みは、通常５～２００μｍ、好ましくは５～１００μｍ程度である
。前記セパレータには、必要に応じて、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系もしく
は脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉等による離型および防汚処理や、塗布型、練り込み
型、蒸着型等の帯電防止処理もすることもできる。特に、前記セパレータの表面にシリコ
ーン処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理等の剥離処理を適宜おこなうことにより、前記
粘着剤層からの剥離性をより高めることができる。
【０１１６】
　なお、上記の粘着剤層付光学フィルムの作製にあたって用いた、剥離処理したシートは
、そのまま粘着剤層付光学フィルムのセパレータとして用いることができ、工程面におけ
る簡略化ができる。
【０１１７】
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　光学フィルムとしては、液晶表示装置等の画像表示装置の形成に用いられるものが使用
され、その種類は特に制限されない。例えば、光学フィルムとしては偏光フィルムが挙げ
られる。偏光フィルムは偏光子の片面または両面に透明保護フィルムを有するものが一般
に用いられる。
【０１１８】
　偏光子は、特に限定されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、例えば、ポリ
ビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチ
レン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や
二色性染料の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水処
理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。これら
の中でも、ポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素等の二色性物質からなる偏光子が好
適である。これらの偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に８０μｍ程度以下であ
る。
【０１１９】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、例えば、ポ
リビニルアルコール系フィルムをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の
３～７倍に延伸することで作成することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化
亜鉛等を含んでいても良いヨウ化カリウム等の水溶液に浸漬することもできる。さらに必
要に応じて染色前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポ
リビニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の
汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィ
ルムを膨潤させることで染色のムラ等の不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染
色した後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してからヨウ素で
染色しても良い。ホウ酸やヨウ化カリウム等の水溶液や水浴中でも延伸することができる
。
【０１２０】
　また偏光子としては厚みが１０μｍ以下の薄型の偏光子を用いることができる。薄型化
の観点から言えば当該厚みは１～７μｍであるのが好ましい。このような薄型の偏光子は
、厚みムラが少なく、視認性が優れており、また寸法変化が少ないため耐久性に優れ、さ
らには偏光フィルムとしての厚みも薄型化が図れる点が好ましい。
【０１２１】
　薄型の偏光子としては、代表的には、特開昭５１－０６９６４４号公報や特開２０００
－３３８３２９号公報や、ＷＯ２０１０／１００９１７号パンフレット、ＰＣＴ／ＪＰ２
０１０／００１４６０の明細書、または特願２０１０－２６９００２号明細書や特願２０
１０－２６３６９２号明細書に記載されている薄型偏光膜を挙げることができる。これら
薄型偏光膜は、ポリビニルアルコール系樹脂（以下、ＰＶＡ系樹脂ともいう）層と延伸用
樹脂基材を積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法による得ることができ
る。この製法であれば、ＰＶＡ系樹脂層が薄くても、延伸用樹脂基材に支持されているこ
とにより延伸による破断等の不具合なく延伸することが可能となる。
【０１２２】
　前記薄型偏光膜としては、積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法の中
でも、高倍率に延伸できて偏光性能を向上させることのできる点で、ＷＯ２０１０／１０
０９１７号パンフレット、ＰＣＴ／ＪＰ２０１０／００１４６０の明細書、または特願２
０１０－２６９００２号明細書や特願２０１０－２６３６９２号明細書に記載のあるよう
なホウ酸水溶液中で延伸する工程を含む製法で得られるものが好ましく、特に特願２０１
０－２６９００２号明細書や特願２０１０－２６３６９２号明細書に記載のあるホウ酸水
溶液中で延伸する前に補助的に空中延伸する工程を含む製法により得られるものが好まし
い。
【０１２３】
　透明保護フィルムを構成する材料としては、例えば透明性、機械的強度、熱安定性、水
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分遮断性、等方性等に優れる熱可塑性樹脂が用いられる。このような熱可塑性樹脂の具体
例としては、トリアセチルセルロース等のセルロース樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエー
テルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイ
ミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、（メタ）アクリル樹脂、環状ポリオレフィン樹脂（ノル
ボルネン系樹脂）、ポリアリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂
、およびこれらの混合物が挙げられる。なお、偏光子の片側には、透明保護フィルムが接
着剤層により貼り合わされるが、他の片側には、透明保護フィルムとして、（メタ）アク
リル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化性樹脂
または紫外線硬化型樹脂を用いることができる。透明保護フィルム中には任意の適切な添
加剤が１種類以上含まれていてもよい。添加剤としては、例えば、紫外線吸収剤、酸化防
止剤、滑剤、可塑剤、離型剤、着色防止剤、難燃剤、核剤、帯電防止剤、顔料、着色剤等
が挙げられる。透明保護フィルム中の上記熱可塑性樹脂の含有量は、好ましくは５０～１
００重量％、より好ましくは５０～９９重量％、さらに好ましくは６０～９８重量％、特
に好ましくは７０～９７重量％である。透明保護フィルム中の上記熱可塑性樹脂の含有量
が５０重量％以下の場合、熱可塑性樹脂が本来有する高透明性等が十分に発現できないお
それがある。
【０１２４】
　前記偏光子と透明保護フィルムの貼り合わせに用いる接着剤は光学的に透明であれば、
特に制限されず水系、溶剤系、ホットメルト系、ラジカル硬化型、カチオン硬化型の各種
形態のものが用いられるが、水系接着剤またはラジカル硬化型接着剤が好適である。
【０１２５】
　また光学フィルムとしては、例えば反射板や反透過板、位相差フィルム（１／２や１／
４等の波長板を含む）、視覚補償フィルム、輝度向上フィルム等の液晶表示装置等の形成
に用いられることのある光学層となるものが挙げられる。これらは単独で光学フィルムと
して用いることができる他、前記偏光フィルムに、実用に際して積層して、１層または２
層以上用いることができる。
【０１２６】
　偏光フィルムに前記光学層を積層した光学フィルムは、液晶表示装置等の製造過程で順
次別個に積層する方式にても形成することができるが、予め積層して光学フィルムとした
ものは、品質の安定性や組立作業等に優れていて液晶表示装置等の製造工程を向上させう
る利点がある。積層には粘着層等の適宜な接着手段を用いうる。前記の偏光フィルムと他
の光学層の接着に際し、それらの光学軸は目的とする位相差特性等に応じて適宜な配置角
度とすることができる。
【０１２７】
　本発明の粘着剤層付光学フィルムは液晶表示装置等の各種画像表示装置の形成等に好ま
しく用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液晶
表示装置は一般に、液晶セル等の表示パネルと粘着剤層付光学フィルム、及び必要に応じ
ての照明システム等の構成部品を適宜に組み立てて駆動回路を組み込むこと等により形成
されるが、本発明においては本発明による粘着剤層付光学フィルムを用いる点を除いて特
に限定は無く、従来に準じうる。液晶セルについても、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型、
ＶＡ型、ＩＰＳ型等の任意なタイプ等のものを用いうる。
【０１２８】
　液晶セル等の表示パネルの片側又は両側に粘着剤層付光学フィルムを配置した液晶表示
装置や、照明システムにバックライトあるいは反射板を用いたもの等の適宜な液晶表示装
置を形成することができる。その場合、本発明による粘着剤層付光学フィルムは液晶セル
等の表示パネルの片側又は両側に設置することができる。両側に光学フィルムを設ける場
合、それらは同じものであっても良いし、異なるものであっても良い。さらに、液晶表示
装置の形成に際しては、例えば拡散層、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリズム
アレイ、レンズアレイシート、光拡散シート、バックライト等の適宜な部品を適宜な位置
に１層又は２層以上配置することができる。
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【実施例】
【０１２９】
　以下に、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
限定されるものではない。なお、各例中の部および％はいずれも重量基準である。以下に
特に規定のない室温放置条件は全て２３℃６５％ＲＨである。
【０１３０】
　＜（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子量の測定＞
（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、ＧＰＣ（ゲル・パーミ
エーション・クロマトグラフィー）により測定した。Ｍｗ／Ｍｎについても、同様に測定
した。
・分析装置：東ソー社製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ
・カラム：東ソー社製、Ｇ７０００ＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ

・カラムサイズ：各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ
・カラム温度：４０℃
・流量：０．８ｍＬ／ｍｉｎ
・注入量：１００μＬ
・溶離液：テトラヒドロフラン
・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
・標準試料：ポリスチレン
【０１３１】
　＜偏光フィルムの作成＞
　厚さ８０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、速度比の異なるロール間において、
３０℃、０．３％濃度のヨウ素溶液中で１分間染色しながら、３倍まで延伸した。その後
、６０℃、４％濃度のホウ酸、１０％濃度のヨウ化カリウムを含む水溶液中に０．５分間
浸漬しながら総合延伸倍率が６倍まで延伸した。次いで、３０℃、１．５％濃度のヨウ化
カリウムを含む水溶液中に１０秒間浸漬することで洗浄した後、５０℃で４分間乾燥を行
い、厚さ３０μｍの偏光子を得た。当該偏光子の両面に、けん化処理した厚さ８０μｍの
トリアセチルセルロースフィルムをポリビニルアルコール系接着剤により貼り合せて偏光
フィルムを作成した。
【０１３２】
　実施例１
　（アクリル系ポリマー（Ａ１）の調製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器を備えた４つ口フラスコに、ブチルアクリ
レート７４．８部、フェノキシエチルアクリレート２３部、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン
１．５部、アクリル酸０．３部、４－ヒドロキシブチルアクリレート０．４部を含有する
モノマー混合物を仕込んだ。さらに、前記モノマー混合物（固形分）１００部に対して、
重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．１部を酢酸エチル１００部
と共に仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを導入して窒素置換した後、フラスコ内の
液温を５５℃付近に保って８時間重合反応を行って、重量平均分子量（Ｍｗ）１６０万、
Ｍｗ／Ｍｎ＝３．７のアクリル系ポリマー（Ａ１）の溶液を調製した。
【０１３３】
　（粘着剤組成物の調製）
　製造例１で得られたアクリル系ポリマー（Ａ１）の溶液の固形分１００部に対して、イ
ソシアネート架橋剤（三井化学社製のタケネートＤ１６０Ｎ，トリメチロールプロパンヘ
キサメチレンジイソシアネート）０．１部、ベンゾイルパーオキサイド（日本油脂社製の
ナイパーＢＭＴ）０．３部、およびγ－グリシドキシプロピルメトキシシラン（信越化学
工業社製：ＫＢＭ－４０３）０．２部を配合して、アクリル系粘着剤組成物の溶液を調製
した。
【０１３４】
　（粘着剤層付偏光フィルムの作製）
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　次いで、上記アクリル系粘着剤組成物の溶液を、シリコーン系剥離剤で処理されたポリ
エチレンテレフタレートフィルム（セパレータフィルム：三菱化学ポリエステルフィルム
（株）製，ＭＲＦ３８）の片面に、乾燥後の粘着剤層の厚さが２３μｍになるように塗布
し、１５５℃で１分間乾燥を行い、セパレータフィルムの表面に粘着剤層を形成した。次
いで、上記で作成した偏光フィルムに、セパレータフィルム上に形成した粘着剤層を転写
して、粘着剤層付偏光フィルムを作製した。
【０１３５】
　実施例２～２９、比較例１～１３
　実施例１において、表１に示すように、アクリル系ポリマー（Ａ）の調製に用いたモノ
マーの種類、その使用割合を変え、また製造条件を制御して、表１に記載のポリマー性状
（重量平均分子量，Ｍｗ／Ｍｎ）のアクリル系ポリマーの溶液を調製した。
【０１３６】
　また、得られた各アクリル系ポリマーの溶液に対して、表１に示すように、架橋剤（Ｂ
）の種類またはその使用量、シランカップリング剤（Ｃ）の種類または使用量（または使
用しない）を変えたこと以外は、実施例１と同様にして、アクリル系粘着剤組成物の溶液
を調製した。また、当該アクリル系粘着剤組成物の溶液を用いて、実施例１と同様にして
、粘着剤層付偏光板を作製した。なお、実施例２４乃至２６、２８および比較例５ではイ
オン性化合物（Ｄ）を、実施例２７では反応性シリル基を有するポリエーテル化合物（Ｅ
）を表１に示す割合で配合したアクリル系ポリマーの溶液を調製した。
【０１３７】
　上記実施例および比較例で得られた、粘着剤層付偏光フィルムについて以下の評価を行
った。評価結果を表２に示す。なお、表面抵抗値の測定は、実施例２４乃至２６、２８お
よび比較例５で得られた粘着剤層付偏光フィルムについてのみ行った。
【０１３８】
＜ガラスでの耐久性試験＞
　粘着剤層付偏光フィルムを３７インチサイズに切断したものをサンプルとした。当該サ
ンプルを、厚さ０．７ｍｍの無アルカリガラス（コーニング社製，ＥＧ－ＸＧ）にラミネ
ーターを用いて貼着した。次いで、５０℃、０．５ＭＰａで１５分間オートクレーブ処理
して、上記サンプルを完全に無アクリルガラスに密着させた。かかる処理の施されたサン
プルに、８０℃、８５℃、９０℃（但し、９０℃については、実施例３、２３、２５、２
８、２９と比較例４、５についてのみ）の各雰囲気下で５００時間処理を施した後（加熱
試験）、また、６０℃／９０％ＲＨ、６０℃／９５％ＲＨの各雰囲気下で５００時間処理
を施した後（加湿試験）、また、８５℃と－４０℃の環境を１サイクル１時間で３００サ
イクル施した後（ヒートショック試験）、偏光板とガラスの間の外観を下記基準で目視に
て評価した。
（評価基準）
　◎：発泡、剥がれ等の外観上の変化が全くなし。
　○：わずかながら端部に剥がれ、または発泡があるが、実用上問題なし。
　△：端部に剥がれ、または発泡があるが、特別な用途でなければ、実用上問題なし。
　×：端部に著しい剥がれあり、実用上問題あり。
【０１３９】
＜ＩＴＯガラスでの耐久性試験＞
　前記＜ガラスでの耐久性試験＞において、被着体として用いた無アルカリガラスに結晶
性ＩＴＯまたは非晶性ＩＴＯ層を形成したものを、＜ＩＴＯガラスでの耐久性試験＞の被
着体とした。前記のように、被着体を変えて、ＩＴＯ層にサンプルを貼り合せたこと以外
は、前記＜ガラスでの耐久性試験＞と同様の手順でＩＴＯガラスでの耐久性試験を実施し
た。ＩＴＯ層はスパッタリングで形成した。ＩＴＯの組成は、結晶性ＩＴＯはＳｎ比率１
０重量％、非晶性ＩＴＯはＳｎ比率３重量％であり、サンプルの貼り合せ前に、それぞれ
１４０℃×６０分の加熱工程を実施した。なお、ＩＴＯのＳｎ比率は、Ｓｎ原子の重量／
（Ｓｎ原子の重量＋Ｉｎ原子の重量）から算出した。
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【０１４０】
　＜耐金属腐食性＞
　粘着剤層付偏光フィルムを８ｍｍ×８ｍｍに切断したものをサンプルとした。当該サン
プルを、フィルム表面にＩＴＯ層が形成された導電性フィルム（商品名：エレクリスタ（
Ｐ４００Ｌ）、日東電工（株）製）を１５ｍｍ×１５ｍｍに切断し、この導電性フィルム
上の中央部に貼り合わせた後、５０℃、５ａｔｍで１５分間オートクレーブ処理したもの
を耐腐食性の測定サンプルとした。得られた測定用サンプルの抵抗値を後述の測定装置を
用い測定し、これを「初期抵抗値」とした。
　その後、測定用サンプルを６０℃／９０％ＲＨの環境に、５００時間投入した後に、抵
抗値を測定したものを、「湿熱後の抵抗値」とした。なお、上記の抵抗値は、Ａｃｃｅｎ
ｔ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ社製　ＨＬ５５００ＰＣを用いて測定を
行った。上述のように測定した「初期抵抗値」及び「湿熱後の抵抗値」から、次式にて「
抵抗値変化」を算出した。
【数１】

【０１４１】
　＜表示ムラ＞
　粘着剤層付偏光フィルムを、縦４２０ｍｍ×横３２０ｍｍのサイズに切り出したものを
サンプルとして２枚用意した。このサンプルを、厚さ０．０７ｍｍの無アルカリガラス板
の両面にクロスニコルになるようにラミネーターにて貼り合せた。次いで、５０℃、５ａ
ｔｍで１５分間のオートクレーブ処理を行って二次サンプルとした（初期）。次いで、二
次サンプルを、９０℃の条件下で２４時間の処理を行った（加熱後）。初期および加熱後
の二次サンプルを、１万カンデラのバックライト上に置き、光漏れを下記の基準により、
目視で評価した。
　（評価基準）
　◎：コーナームラの発生がなく、実用上問題ない。
　○：コーナームラがわずかながら発生しているが、表示領域には表れていないので、実
用上問題ない。
　△：コーナームラが発生して表示領域にはわずかに表れているが、実用上問題ない。
　×：コーナームラが発生して表示領域にはきつく表れており、実用上問題がある。
【０１４２】
　＜導電性：表面抵抗値（Ω／□）＞
　粘着剤層付偏光フィルムのセパレータフィルムを剥がした後、粘着剤表面の表面抵抗値
（初期）を測定した。また、粘着剤層付偏光フィルムを６０℃／９５％ＲＨの環境に５０
０時間投入した後、４０℃で１時間乾燥させてから、セパレータフィルムを剥がした後、
粘着剤表面の表面抵抗値（湿熱後）を測定した。測定は、三菱化学アナリテック社製ＭＣ
Ｐ－ＨＴ４５０を用いて行った。
【０１４３】
　＜加湿白濁＞
　粘着剤層付偏光フィルムを５０ｍｍ×５０ｍｍのサイズに切断し、ガラスに貼り合せた
。さらに、厚さ２５μｍのＰＥＴフィルム（ダイアホイルＴ１００－２５Ｂ，三菱樹脂社
製）を５０ｍｍ×５０ｍｍのサイズに切断し、偏光フィルムの上面に貼り合せて測定用サ
ンプルとした。測定用サンプルを６０℃／９５％ＲＨの環境に２５０時間投入した後、室
温下に取り出して１０分後のヘイズ値を測定した。ヘイズ値は、村上色彩技術研究所社製
のヘイズメーターＨＭ１５０を用いて測定した。
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【０１４４】
　＜リワーク性＞
　粘着剤層付偏光フィルムを、縦１２０ｍｍ×横２５ｍｍに裁断したものをサンプルとし
た。当該サンプルを、厚さ０．７ｍｍの無アルカリガラス板（コーニング社製，ＥＧ－Ｘ
Ｇ）に、ラミネーターを用いて貼り付け、次いで５０℃、５ａｔｍで１５分間オートクレ
ーブ処理して完全に密着させた後、かかるサンプルの接着力を測定した。接着力は、かか
るサンプルを引張り試験機（オートグラフSHIMAZU AG-1 1OKN）にて、剥離角度９０°、
剥離速度３００ｍｍ／ｍｉｎで引き剥がす際の接着力（Ｎ／２５ｍｍ、測定長８０ｍｍ）
を測定することにより求めた。測定は、１回／０．５ｓの間隔でサンプリングし、その平
均値を測定値とした。
【０１４５】
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【表１】

【０１４６】
　表１において、アクリル系ポリマー（Ａ）の調製に用いたモノマーは、
ＢＡ：ブチルアクリレート、
ＰＥＡ：フェノキシエチルアクリレート、
ＮＶＰ：Ｎ－ビニル－ピロリドン、
ＮＶＣ：Ｎ－ビニル－ε－カプロラクタム、
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ＡＡＭ：アクリルアミド、
ＡＡ：アクリル酸、
ＨＢＡ：４－ヒドロキシブチルアクリレート、
ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート、を示す。
　架橋剤（Ｂ）における、「イソシアネート系」の「Ｄ１６０Ｎ」は三井化学社製のタケ
ネートＤ１６０Ｎ（トリメチロールプロパンのヘキサメチレンジイソシアネートのアダク
ト体）、「Ｃ／Ｌ」は日本ポリウレタン工業社製のコロネートＬ（トリメチロールプロパ
ンのトリレンジイソシアネートのアダクト体）を、
　「過酸化物系」はベンゾイルパーオキサイド（日本油脂社製，ナイパーＢＭＴ）を、
　「シランカップリング剤（Ｃ）」は、
　ＫＢＭ４０３：信越化学工業（株）製のＫＢＭ４０３、
　Ｘ－４１－１０５６：信越化学工業（株）製のＸ－４１－１０５６を、
　「イオン性化合物（Ｄ）」は、
　Ｌｉ－ＴＦＳＩ：三菱マテリアル社製のビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
リチウム；
　ＥＭＰ－ＴＦＳＩ：三菱マテリアル社製の１－エチル－１－メチルピロリジニウム ビ
ス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、を示す。
　「ポリエーテル化合物（Ｅ）」は、カネカ社製のサイリルＳＡＴ１０を示す。
【０１４７】
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